様式第１号（第６条、第８条関係）
令和　　年　　月　　日


　　　福岡県知事　　殿


登録番号　ＦＯＨ － 
[bookmark: _Hlk231382020]申請者の住所　
商号又は名称　
代表者職・氏名　
（自署又は記名押印）

[bookmark: _Hlk231382354]令和　年度みんなでやろうよ！ワンヘルス宣言事業者実践事業補助金
(変更)交付申請書

　下記のとおりみんなでやろうよ！ワンヘルス宣言事業者実践事業を実施したいので、みんなでやろうよ！ワンヘルス宣言事業者実践事業補助金交付要綱第６条（第８条）の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　事業費の負担区分
	事業内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	県費
	事業者
	

	別紙事業計画書のとおり
	
円
	
円
	
円
	

	小計
	
	
	
	

	消費税額
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



２　関係書類
（1） [bookmark: _Hlk231490558]申請者調書（様式第１号の２）
　（２）役員名簿（様式第１号の３）
　（３）事業計画書（様式第１号の４）
　（４）暴力団排除に係る誓約書（様式第１号の５）
（5） 補助対象経費に係る根拠資料（見積書等）

※備考欄には、消費税仕入れ控除税額を減額した場合は、「減額した金額〇〇円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかではない場合は、「含税額」をそれぞれ記入すること。
※変更申請の場合は、次によること。
・事業計画書（様式第２号）の様式に準じて作成した変更事業計画書を添付すること。
・変更事業計画書については２段書きとし、変更前については、それぞれの欄の上段にカッコ書きで記入すること。

様式第１号の２
申請者調書

	登録番号
	ＦＯＨ － 

	事業者名
	

	住所
	〒

	
	

	補助金担当者
連絡先
	役職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	





様式第１号の３
役員名簿

	（事業者名
	
	）

	役職名
	氏名ｶﾅ
(半角ｶﾅ、姓と名は半角スペースで分ける)
	氏名
(姓と名は全角スペースで分ける)
	生年月日
	性別
男性：M
女性：F
(半角)

	
	
	
	元号
大正：T
昭和：S
平成：H
	年
	月
	日
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



（注）１　役員全員を記載してください。
２　必要に応じて適宜、行を追加してください。


様式第１号の４

事　業　計　画　書


１　事業の目的



２　事業実施の背景・必要性



３　事業実施により期待される効果



４　実施予定事業及び補助金申請額
	事業内容
	取組の種類
（１～６）
	完了予定年月日
	県補助金（円）
	根拠
資料

	
	
	
	対象事業費
	補助申請額
	

	[bookmark: _Hlk17734072]（１）
	
	
	
	
	

	（２）
	
	
	
	
	

	（３）
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


· 実施する事業内容ごとに記載すること。
· 取組の種類については、別表１の取組の種類（１～６）から該当するものを全て選択すること。
· 申請額計≦対象事業費計×0.5（補助申請額の合計が補助上限額を超える場合は、補助上限額以下となるように事業ごとの補助申請額を調整すること。）
· 補助申請額の合計額に千円満の端数がある場合には切り捨てること。
· 対象事業費が分かる根拠資料を添付し、資料ごとに番号を付し、「根拠資料欄」にその番号を記載すること。（根拠資料の例：発注書、納品書、請求書等）
· 適宜、行を追加してください。



様式第１号の５

暴力団排除に係る誓約書

令和　　年　　月　　日

福岡県知事　殿

[bookmark: _Hlk231489983]登録番号　ＦＯＨ － 
申請者の住所　
商号又は名称　
代表者職・氏名　
（自署又は記名押印）


[bookmark: _Hlk231492450]　令和　年度みんなでやろうよ！ワンヘルス宣言事業者実践事業補助金の交付申請に当たり、申請者及び申請者の全役員は下記のことを誓約します。

　この誓約の内容と事実が反することが判明した場合は、当該事実に関して福岡県が行う一切の措置に対して異議の申立てを行いません。
　また、みんなでやろうよ！ワンヘルス宣言事業者実践事業補助金の交付決定後にこの誓約の内容と事実が反することが判明し、交付決定の全部又は一部が取り消された場合には、福岡県に対し、当該補助金の全部又は一部を返還します。
　なお、この誓約書の内容について、福岡県が福岡県警察本部に照会することを承諾します。

記

１　申請者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団ではありません。
２　申請者は、法第２条第６号に規定する暴力団員が役員等になっている団体ではありません。
３　申請者は、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員等になっている団体ではありません。
４　申請者及び申請者の役員等は、次に掲げる暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体ではありません。
（１）暴力団員が事業主又は役員に就任している団体
（２）暴力団員が実質的に運営している団体
（３）暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している団体
（４）契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している団体
（５）暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している団体
（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している団体
５　申請者が実施する事業（事業の準備を含む。）により暴力団を利することとならないようにするとともに、県が実施する暴力団の排除に関する施策に協力します。
６　上記のほか、関係法令を遵守するとともに、暴力団の排除を推進し、県民の安全で平穏な生活の確保及び福岡県における社会経済活動の健全な発展に寄与します。
